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マクロ経済スライドによる給付水準調整見通しの変化①

【厚生年金(報酬比例部分)+基礎年金(2人分)の所得代替率】

所得代替率(判
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政府税制調査会
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(注)スライド開始時点と終了時点の所得代替率をプロットしたもの
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退職給付(退職一時金・企業年金)の実施状況

0 近年、退職給付を実施する企業の割合は低下(H15:86.7%コH25:75.5%) 0また、企業年金の実施割合も低下しており(H15:
46.4%コH25:25.8%)、特に中小企業(従業員数299人以下)において大きく低下している。
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(出所}厚生労働省「就労条件総合講査』
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、

第9回社会保障審議会

企業年金部会資料
平成26年9月30日

厚生年金被保険者に占める企業年金加入者の割合

口厚生年金被保険者に占める企業年金加入者の割合は4割弱であり、厚生年金被保
険者の6割以上が企業年金に加入していない状況。

注: 重複加入者が存在しないという仮定の下での計算方法(平成24年度末時点)

確定給付企業年金796万人 + 確定拠出年金(企業型)157万人 + 厚生年金基金420万人 = 1，373万人
1，373万人 / 厚生年金被保険者数3，472万人 = 39.50/0 

<企業年金でカバーされる者>

確定給付企業年金

に加入する者

796万人

厚生年金被保険者

3，472万人

厚生年金基金

に加入する者

420万人

※ 確定拠出年金{企業型)に加入している者であって他の企業年金にち加入している蓄は286万人いる.
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非正規雇用労働者と企業年金

口非正規雇用労働者については、企業年金が適用されていない場合が多い。

就業形態・年齢階級・

在籍期間・職種
雇用保険 |健康保険 |厚生年金 !企業年金

退膿金
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(出所)厚生労働省『就業形態の多様化に関する総合実態調査J(2010) 
(注)1)調査回答には制度の『あり』、「なしJ.r不詳Jの3つがあり、上記割合は『あり』と回答した者の割合。
2)派遣労働者lま、派遣元での状況についての回答とした.
3)契約位員特定業種に従事し、専門的能力の発揮を目的として雇用期間を定めて契約する者。
嘱託社員:定年退聡等を一定期間再雇用する目的で契約し、雇用する者.

出向社員:他企業より出向契約に基づき出向してきでいる者(出向元に籍を置いているかどうかは問わない).
派遣労働者:労働者派違法に基づく派遣元事業所から謂査対象事業所に派遣された者.
臨時的雇用者:臨時的に又は日々雇用している者で、雇用期聞が1ヶ月以内の者.
パートタイム労働者:正祉員よりt自の所定労働時聞が短いか、 1還の所定労働回数が少ない者で、雇用期間が1ヶ月を超えるか、又は定めがない者。
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所得の概念
|10月1日説明資料|

消費型(支出型)所得概念 〔………一ある財貨や一一てられる〕
部分のみを所得と概念し、蓄積!ニ向けられる部分を所得の範囲から除外する考え | 

取得型(発生型)所得概念 …一一一値一一一す|

包括的所得概念(純資産増加説)

制限的所得概念(所得源泉説)

0 利子・配当・地代・利潤・給与等、

反覆的・継続的に生ずる利得

0 一時的・偶発的・恩恵的利得

(キャピタル・ゲインなど)

x 帰属所得

i × 未実現のキャピタル E ゲイン(注)

(注)平成27年度改正において創設された『国外転出をする場合の譲渡所得等の特例』などにより、未実現のキャピタルゲインが例外的

に課税される場合がある。
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所得税における貯蓄等に対する課税のあり方(イメージ)①

【基本的考え方】取得型(発生型)所得概念の下での包括的所得税では、あらゆる経済的利得について発生時点で課税ベース
に算入されることから、拠出時課税(Tax)、運用時課税(Tax)、給付時非課税(Exempt)(廿 E型)となる。

拠出時

課税
(税引き後拠出)
。1 制 iQ t|  

【① 個人年金保険】加入者の掛金拠出は税引き後の所得から行われ、運用益は給付時に課税される。(TET型)

拠出時

課税
(税引き後拠出)
。t--------------------iQ t 対 |

(注)支払った個人年金保俊料額を主主に算出
した一定額について所得控除を受けられ
る{生命保険科{個人年金保険料)控除入

(出運用益節分を算出する際、生命保険料
(個人年金保険料)控除を受けた績も含

めて鈴金として控除される.

【② NISA、障害者等マル優等、財形住宅・年金貯蓄】政策的配慮により運用益が非課税とされる。(TEE型)

拠出時

課税
(税引き後拠出)
。!技猿iQ t 1 
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所得税における貯蓄等に対する課税のあり方(イメージ)②

【③企業年金、中小企業退職金共済】事業主が拠出した掛金は、給与収入に含まれないものとして取り扱われ、運用益ととも

に給付時に課税される。 (EET型)

拠出時
(主に事業主拠出)

運用時 給付時
(一時金払し、)

非課税 1 [) t : 1 [) t謀説卜Ij:謀説|
{注)事業主が傑出した総金Iま、給与収入に
含まれなし、ものとして取り級われるe

{主主}企業年金については、その積立金残高
に対して特別法人税が課される(課税停
止中}。

(注}公的年金等鐙除が適用される. (注)返事議所得笹除が適用された上で
2分の1分態課税となる。

【④ 個人型確定拠出年金(個人型DC)、小規模企業共済】加入者が拠出した掛金は全額所得控除が認められ、運用益ととも
に給付時に課税される。(EET型)

拠出時
(本人拠出)

運用時 給付時
(年金払い)

非課税 1 [)  t--------------------j [)  t 嗣|叶言語 1
{注}本人が傑出した鑓金は全額所得箆除が {注}信人型確定鍵出年金(個人整DC)につ
受げられる{小規模企業共済等録金箆除)。 いては、その積立金残高に対して特別法

人税が課される(課税停止中)0 

(注}公的年金等控除が適用される. (注〉退車産所得控除が適用された上で
2分の1分量産課税となる。

【⑤公的年金、国民年金基金】事業主・本人が拠出した保険料は全額所得控除が認められ、運用益とともに給付時に課税され

る。(EET型)

拠出時 運用時 給付時

事業主拠出分 非課税{注1) 。I I [)ト課税(;.13) ー
本人拠出分 非課税(注2)

(注1)事業主が拠出した保険料は、給
与収入に含まれないものとして取り
扱われる。

(注2)加入者が銀出した保険料ま全額
所得控除が受けられる(社会保険
料館除). 

(注3)公的年金等霊童除が適用される.
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就労形態等ごとの社会保障制度・税制の適用関係(イメージ)

公的医療

保険
〈

正規雇用労働者 | 正規雇用労働者 i 
| 1非正規雇用労働者

(大企業役員・従業員)I(中小企業役員・従業員)I 

G 。 D . 

健康保険組合・協会けんぽ

基礎年金

公的年金 < ~--------------------------- -----------------

雇用保険 〈

. . . . 

勤労性所得 )1
に対する課税日

厚生年金

円7
雇用保険

給与所得課税

自営業主 | 自営業主
(雇用的自営等) t伝統的自営業、士業等

。 G . 

国民健康保険

基礎年金

4 • 

事業所得課税

D 
健康保険組合・
協会けんぽ

基礎年金

.. 

(凡例)社会保障制度については、事業主拠出、本人拠出の別に応じて以下のとおり色分けしている。ただし、雇用保障のうち労災保険部分は全額事業主負担である

ことに留意。

|事業主拠出・本人拠出(折半)I 本人拠出 | 本人槌出なし | 
(注)週所定労働時闘が正規雇用労働者の4分の3(週30時間)以上の場合、被用者保険(医療:健康保険組合・協会けんぽ、年金:厚生年金)の被保険者となる。また、
2分のM週20時間)以上で、31日以上の雇用見込みがある場合、雇用保険の被保候者となる。
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老後の備え等に対する自助努力(資産形成)への主な支援措置の現状(イメージ)l

正規雇用労働者 | 正規雇用労働者 I -n- ':'T"' til iSl%I....，.Æ~~ I 自営業主 | 自営業主
| A E E|非正規雇用労働者 l 一 日時 l (大企業役員・従業員)Ic中小且業企員・従業員)I ?i.LL...r-JL.TaI U .;'/ ~r~ I (雇用的自昌寺) t伝統的自営業、士業等

専業主婦
(正規雇用労働者の
無就業配偶者}

4コ~ ~コ~ ~ご~ ~ご:s..- ~ご~ ~コ7

NISA(上場株式等)
、，，，，，

投資・貯蓄

促進

個人年金(保険)

障害者等マル優等(預貯金、公債等)

財形住宅・年金釘嘗任廉述、保験費目

※従業員のみ

| 小融 l 判企嚢共5潰膏 l 遅韓金共済
E来E役員のみ l ※従集員のみ

企業が任意

で実施

| 小規模企業共済 | 
一

済
一
共
一
金
一

聴

-

退

，ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一一一ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーー ー

企業年金等

DB及び企業聖DC(立、企業が任意で実施。厚生年金被保験者
のうち企業年金加入者の割合は、 4割弱。

、........ .
 一一一一一一一-3

一一-J
企業型/個人型確定拠出年金

(企業型DC/個人型DCO:il.2)) 
個人型DC/国民年金基金 個人型DC佐 官}

E 

lj 
、ーーーーーーーーーーー----ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一ーーーーーーーーーーーーーーー・ーーーーーーーー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ーーー・ーーーーー'

厚生年金

、B
B
'
E

j公的年金
基礎年金 基礎年金 基礎年金

(凡例}老後の備え等に対する自助努力{資産形成)への支援について、税制上の錆置が講じられている主なものを掲げた。色分けの分類lま以下のとおり。

事業主が{主に)拠出するもの 事業主拠出・本人鍵出(折半) 本人が{主lこ)銀出するもの 本人侵出なし

(注1)現在国会で審議中の綾定槌出年金法等一部改正法案において、企業年金加入者、公務員等共演加入者、第3号被保険者について個人愛DCへ加入てさるようになることとされている(平成27年度税
制改正案)。
(注2)現在国会で審議中の確定慢出年金法等一部改正法案において、企業年金の実飽が困鍛な小規模事業主{従業員1叩人以下)については、従業員の個人裂DCIこ係る拠出限度額の範囲内で事業主が
追加慢出を行えるようになることとされている(平成幻年度税制改正案)。
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公的年金、企業年金、退職金共済等に係る年間拠出限度額の現状(イメージ)

金議
門

町
四
汚

業
訓
喧
済
制
共

複

共

同

混
象
・
万

小
企
諸
制

注

一

小規模事業主が従業員

の個人墾DCへ追加拠出
することが可能となる

企業型DC:66万円
個人型DC:27.6万円u主z)

小規模企業共済:84万円

厚生年金:139.1万円
(報酬比例・年収780万円位3)の場合) 国民年金基金文は個人型DC:81.6万円

国民年金:18.7万円(注3)

ーーーーーーープーーーーーーー、

個人型DC:27.6万円 l
{注1) I 

正規雇用労働者

(大企業役員・従業員)

正規雇用労働者

(中小企業役員・従業員)

非正規雇用

労働者 等

主

営
業
自

営

的
自
用雇

自営業主
(伝統的自営、

士業等)

: 専業主婦
日正規雇用労働者の

!鯨欄結)

(凡例}老後の償え等に対する自助努力(資産形成)への支援について、税制上の槍置が講じられている主なものを掲げた。色分けの分類は以下のとおり。

事業主が(主lこ}拠出するもの 事業主拠出・本人慢出(街半) 本人が(主iこ)傑出するもの

(注り現在国会で審議中のsf定拠出年金法等一部改正法案において、企業年金加入者、公務員等共済加入者、第3号被保険者について個人型DCへ加入できるようになることとされている(平成27年
度税制改正案}。

(注2)現在国会で審議中の確定傑出年金法等一部改正法案において、企業年金の実施が困銭な小規模事業主{従業員1∞人以下)については、従業員の個人型DCに係る拠出限度額の範囲内で事

業主が追加拠出を行えるようになることとされている(平成27年度税制改正案入

(注3)大多数(概ね9割)の民間サラリーマンをカ1¥ーする標準給与として、企業愛DCの傑出限度額を設定する際に用いられている額。なお、国民年金及び厚生年金の保験料については、平成27年度
末時点の保険料・率を基にしている。




